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◆「劣化対策等級『等級３』」の概要 

※以下は、「劣化対策等級『等級３』」の主要な基準の概要を記載しています。 

より詳細な基準等については、木造住宅のための住宅性能表示（財団法人日本住宅・木材センター）、日本住宅性能技術解説および住宅

金融支援機構の木造住宅工事仕様書（解説付き）等を参照ください。 

 

 

１ 外壁の軸組等 

外壁の軸組、枠組その他これらに類する部分(木質の下地材を含み、室内側に露出した部分を含まない。以下

「軸組等」という。)のうち地面からの高さ１ｍ以内の部分が、次の（i）から（ⅲ）までのいずれかに適合して

いること。 

（i）通気層を設けた構造（壁体内に通気経路を設けた構造で、外壁仕上げと軸組等の間に中空層が設けられている等軸組等

が雨水に接触することを防止するための有効な措置が講じられているものをいう。）又は軒の出が90cm以上である真壁

構造（柱が直接外気に接する構造をいう。）のいずれかの構造（以下「通気構造等」という。）となっている外壁であ

り、かつ、軸組等が次の（イ）から（二）までのいずれかに適合するものであること。 

（イ）軸組等（下地材を除く。）に製材又は集成材等(集成材の日本農林規格（平成19年農林水産省告示第1152号）に規

定する化粧ばり構造用集成柱若しくは構造用集成材、単板積層材の日本農林規格（平成20年農林水産省告示第701

号）に規定する構造用単板積層材又は枠組壁工法構造製材及び枠組壁工法構造用たて継ぎ材の日本農林規格（昭和

49年農林省告示第600号）に規定する枠組壁工法構造用たて継ぎ材をいう。以下同じ。)が用いられ、かつ、外壁下

地材に製材、集成材等又は構造用合板等（合板の日本農林規格（平成15年農林水産省告示第233号）に規定する構

造用合板、構造用パネルの日本農林規格（昭和62年農林水産省告示第360号）に規定する構造用パネル、日本工業

規格A5908に規定するパーティクルボードのうちＰタイプ又は日本工業規格A5905に規定する繊維板のうちミディ

アムデンシティファイバーボード（以下、「MDF」という。）のＰタイプをいう。以下同じ。）が用いられている

とともに、軸組等が、防腐及び防蟻に有効な薬剤が塗布され、加圧注入され、浸漬され、若しくは吹き付けられた

もの又は防腐及び防蟻に有効な接着剤が混入されたものであること。 

（ロ）軸組等に製材又は集成材等でその小径が13.5cm以上のものが用いられていること。 

（ハ）軸組等に構造用製材規格等（製材の日本農林規格（平成19年農林水産省告示第1083号）及び枠組壁工法構造用製材

及び枠組壁工法構造用たて継ぎ材の日本農林規格をいう。以下同じ。）に規定する耐久性区分Ｄ１の樹種に区分さ

れる製材又はこれにより構成される集成材等でその小径が12.Ocm以上のものが用いられていること。 

（二）（イ）から（ハ）までに掲げるものと同等の劣化の軽減に有効な措置が講じられていることが確かめられたもの

であること。 

（ⅱ）構造用製材規格等に規定する保存処理の性能区分のうちK3以上の防腐処理及び防蟻処理（日本工業規格K1570に規定す

る木材保存剤又はこれと同等の薬剤を用いたK3以上の薬剤の浸潤度及び吸収量を確保する工場処理その他これと同等

の性能を有する処理を含む。以下「K3相当以上の防腐・防蟻処理」という。）が施されていること。 

（ⅲ）（ⅰ）又は（ⅱ）に掲げるものと同等の劣化の軽減に有効な措置が講じられていることが確かめられたものであるこ

と。 

 

２ 土台 

土台が次の（ⅰ）から（ⅲ）までのいずれかに適合し、かつ、土台に接する外壁の下端に水切りが設けられて

いること。 

（ⅰ）土台にＫ3相当以上の防腐・防蟻処理（北海道又は青森県の区域内に存する住宅にあっては、構造用製材規格等に規定

する保存処理の性能区分のうちＫ2以上の防腐処理（日本工業規格K1570に規定する木材保存剤又はこれと同等の薬剤

を用いたＫ2以上の薬剤の浸潤度及び吸収量を確保する工場処理その他これと同等の性能を有する処理を含む。））が

施されていること。 

（ⅱ）構造用製材規格等に規定する耐久性区分Ｄlの樹種のうち、ヒノキ、ヒバ、ベイヒ、ベイスギ、ケヤキ、クリ、ベイヒ

バ、タイワンヒノキ、ウェスタンレッドシーダーその他これらと同等の耐久性を有するものに区分される製材又はこ

れらにより構成される集成材等が用いられていること。 

（ⅲ）（ⅰ）又は（ⅱ）に掲げるものと同等の劣化の軽減に有効な措置が講じられていることが確かめられたものであるこ

と。 
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３ 浴室及び脱衣室 

浴室及び脱衣室の壁の軸組等（室内側に露出した部分を含む。）及び床組（１階の浴室廻りで布基礎の上にコ

ンクリートブロックを積み上げて腰壁とした部分又はコンクリート造の腰高布基礎とした部分を除き、浴室又は

脱衣室が地上２階以上の階にある場合にあっては下地材を含む。）並びに浴室の天井が、次の（ⅰ）から（ⅲ）

までのいずれか又は１の（ⅰ）から（ⅲ）までのいずれかに適合していること。 

（ⅰ）防水上有効な仕上げが施されているものであること。 

（ⅱ）浴室にあっては、日本工業規格A4416に規定する浴室ユニットとするものであること。 

（ⅲ）（ⅰ）又は（ⅱ）に掲げるものと同等の防水上有効な措置が講じられていることが確かめられたものであること。 

 

４ 地盤 

 ※山形県の区域内においては、基準に適合させる必要がありません。 

 

５ 基礎 

地面から基礎上端まで又は地面から土台下端までの高さが400mm以上であること。 

 

６ 床下 

床下が次に掲げる基準に適合していること。 

（ⅰ）厚さ60mm以上のコンクリート、厚さ0.1mm以上の防湿フィルムその他同等の防湿性能があると確かめられた材料で覆わ

れていること。 

（ⅱ）外壁の床下部分には、壁の長さ4m以下ごとに有効面積300cm2以上の換気口が設けられ、壁の全周にわたって壁の長さ

1m当たり有効面積75cm2以上の換気口が設けられ、又は同等の換気性能があると確かめられた措置が講じられているこ

と。ただし、基礎断熱工法を用いた場合で、床下が厚さ100mm以上のコンクリート、厚さ0.1mm以上の防湿フィルム（重

ね幅を300mm以上とし、厚さ50mm以上のコンクリート又は乾燥した砂で押さえたものに限る。）その他同等の防湿性能

があると確かめられた材料で覆われ、かつ、基礎に用いられる断熱材の熱抵抗が、次の表の（い）項に掲げる地域の

区分に応じ、（ろ）項に掲げる数値以上であるときは、この限りでない。（３地域及び４地域の場合0.6） 

 

７ 小屋裏 

小屋裏（屋根断熱工法を用いていることその他の措置が講じられていることにより、室内と同等の温熱環境に

あると認められる小屋裏を除く。）を有する場合にあっては、次の（ⅰ）から（ⅳ）までのいずれかの換気方式

であること。 

（ⅰ）小屋裏の壁のうち屋外に面するものに換気上有効な位置に2以上の換気口が設けられ、かつ、換気口の有効面積の天井

面積に対する割合が300分の1以上であること。 

（ⅱ）軒裏に換気上有効な位置に2以上の換気口が設けられ、かっ、換気口の有効面積の天井面積に対する割合が250分の1

以上であること。 

（ⅲ）軒裏又は小屋裏の壁のうち屋外に面するものに給気口が設けられ、小屋裏の壁で屋外に面するものに換気上有効な位

置に排気口が給気口と垂直距離で90cm以上離して設けられ、かっ、給気口及び排気口の有効面積の天井面積に対する

割合がそれぞれ900分の1以上であること。 

（ⅳ）軒裏又は小屋裏の壁のうち屋外に面するものに給気口が設けられ、小屋裏の頂部に排気塔その他の器具を用いて排気

口が設けられ、かつ、給気口の有効面積の天井面積に対する割合が900分の1以上であり、排気口の有効面積の天井面

積に対する割合が1600分の1以上であること。 

 

８ 構造部材等 

建築基準法施行令第37条、第41条、第49条及び第80条の2（国土交通大臣が定めた安全上必要な技術的基準の

うちその指定する基準に係る部分で、構造躯体等の劣化軽減に関係するものに限る。）の規定に適合しているこ

と。 
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◆「断熱等性能等級『等級４』」の概要 

※以下は、「断熱等性能等級『等級４』」のうち、住宅仕様基準の概要を記載しています。 
より詳細な断熱材の基準や気流止め等の具体的な施工方法等については、木造住宅のための住宅性能表示（財団法人日本住宅・木材セン

ター）、日本住宅性能技術解説および住宅金融支援機構の木造住宅工事仕様書（解説付き）等を参照ください。 

 

１ 断熱構造とする部分 

(Ａ)屋根（小屋裏又は天井裏が外気に通じているものを 

除く）またはその直下の天井 

(Ｂ)外気に通じる小屋裏もしくは天井裏に接する天井 

(Ｃ)外気に接する壁 

(Ｄ)外気に接する床 

(Ｅ)その他の床（外気に通じる床裏に接する床） 

(Ｆ)開口部 

(Ｇ)外気に接する土間床の外周部 

(Ｈ)その他の土間床の外周部（外気に通じる床裏に接す 

る土間床の外周部） 

 

 

 

 

２ 断熱材の種類 

区 分 
熱伝導率λ 
（単位 W/m・K） 

断  熱  材  の  種  類 

Ａ－１ 0.052～0.051 
●吹込み用グラスウール 13K相当、18K相当 

●ｲﾝｼｭﾚｰｼｮﾝﾌｧｲﾊﾞｰ断熱材（ﾌｧｲﾊﾞｰﾎﾞｰﾄﾞ） ●建材畳床（Ⅲ形） 

Ａ－２ 0.050～0.046 
●ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材 10K(10-50,10-49,10-48) ●高性能ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材 10K(HG10-47,HG10-46) 

●吹込み用ﾛｯｸｳｰﾙ 25K相当 ●建材畳床（Ｋ、Ｎ形） 

Ｂ 0.045～0.041 

●ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材 12K(12-45,12-44)、16K(16-45,16-44)、20K(20-42,20-41) 

●高性能ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材 10K(HG10-45,HG10-44,HG10-43)、12K(HG12-43,HG12-42,HG12-41) 

●ﾛｯｸｳｰﾙ断熱材(LA,LB,LC) ●ﾋﾞｰｽﾞ法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 4号 ●ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 1種 1号、2号 

Ｃ 0.040～0.035 

●ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材 20K(20-40)、24K(24-38)、32K(32-36)、40K(40-36)、48K(48-35)、64K(64-35) 

●高性能ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材 14K(HG14-38,HG14-37)、16K(HG16-38,HG16-37,HG16-36)、20K(HG20-38,HG20-37, 

HG20-36,HG20-35)、24K(HG24-36,HG24-35)、28K(HG28-35)、32K(HG32-35) 

●ｲﾝｼｭﾚｰｼｮﾝﾌｧｲﾊﾞｰ断熱材（ﾌｧｲﾊﾞｰﾏｯﾄ） ●吹込み用ｸﾞﾗｽｳｰﾙ 30K相当、35K相当 

●ﾛｯｸｳｰﾙ断熱材（LD,MA,MB,MC,HA,HB） ●ﾋﾞｰｽﾞ法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 2号、3号 

●押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 1種(b(A,B,C)) ●ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 2種 

●吹込み用ｾﾙﾛｰｽﾞﾌｧｲﾊﾞｰ 25K相当、45K相当、55K相当 

●ﾌｪﾉｰﾙﾌｫｰﾑ断熱材 2種 1号(AⅠ,AⅡ)、3種 1号(AⅠ,AⅡ) 

●建築物断熱用吹付硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ A種 3 ●吹込み用ﾛｯｸｳｰﾙ 65K相当 

Ｄ 0.034～0.029 

●ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材 80K(80-33)、96K(96-33) 

●高性能ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材 20K(HG20-34)、24K(HG24-34,HG24-33)、28K(HG28-34,HG28-33)、 

 32K(HG32-34,HG32-33)、36K(HG36-34,HG36-33,HG36-32,HG36-31)、 

38K(HG38-34,HG38-33,HG38-32,HG38-31)、40K(HG40-34,HG40-33,HG40-32)、 

48K(HG48-33,HG48-32,HG48-31) 

●ﾛｯｸｳｰﾙ断熱材(HC) ●ﾋﾞｰｽﾞ法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 1号 ●押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 2種(AⅠ,AⅡ) 

●硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ断熱材 1種 ●ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 3種 

●建築物断熱用吹付け硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ A種 1、A種 2 

Ｅ 0.028～0.023 
●押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 3種(a(A,B,C),b(A,B,C))) 

●硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ断熱材 2種 1号、2号、3号、4号 ●ﾌｪﾉｰﾙﾌｫｰﾑ断熱材 2種 3号(AⅠ,AⅡ) 

Ｆ 0.022以下 

●押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材 3種(a(D)、b(D)) 

●ﾌｪﾉｰﾙﾌｫｰﾑ断熱材 1種 

1号(AⅠ,AⅡ, BⅠ,BⅡ, CⅠ,CⅡ, DⅠ,DⅡ, EⅠ,EⅡ)、 

 2号(AⅠ,AⅡ, BⅠ,BⅡ, CⅠ,CⅡ, DⅠ,DⅡ, EⅠ,EⅡ)、 

3号(AⅠ,AⅡ, BⅠ,BⅡ, CⅠ,CⅡ, DⅠ,DⅡ, EⅠ,EⅡ) 

 

 

 

 

 

 

右図で(a)～(c)の部分及び下記の部分は断熱構造不要 
ｄ.玄関・勝手口及びこれに類する部分における土間床部分 
ｅ.断熱構造となっている浴室下部における土間床部分 
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３ 断熱材の厚さの基準 

次の地域区分３、４又は５ごとに必要な断熱材を施工すること 

 

 

 

 

 

 

①３地域 

断熱材の 
施工法 

部  位 
断熱材の 
熱抵抗値 

断 熱 材 の 厚 さ （単位:㎜） 

A-1 A-2 B C D E F 

充填断熱工法 

(Ａ) 屋  根 4.6 240 230 210 185 160 130 105 

(Ｂ) 天  井 4.0 210 200 180 160 140 115 90 

(Ｃ) 壁 2.2 115 110 100 90 75 65 50 

(Ｄ) 
床 

外気に接する部分 5.2 275 260 235 210 180 150 115 

(Ｅ) その他の部分 3.3 175 165 150 135 115 95 75 

(Ｇ) 土間床等 
の外周部 

外気の接する部分 3.5 185 175 160 140 120 100 80 

(Ｈ) その他の部分 1.2 65 60 55 50 45 35 30 

外張断熱工法 
または 

内張断熱工法 

(Ａ) 屋根又は天井 4.0 210 200 180 160 140 115 90 

(Ｃ) 壁 1.7 90 85 80 70 60 50 40 

(Ｄ) 
床 

外気に接する部分 3.8 200 190 175 155 130 110 85 

(Ｅ) その他の部分 - - - - - - - - 

(Ｇ) 土間床等 
の外周部 

外気の接する部分 3.5 185 175 160 140 120 100 80 

(Ｈ) その他の部分 1.2 65 60 55 50 45 35 30 

 ※    は、 広く用いられているグラスウール（16Ｋ）の場合（充填断熱工法）を示す。 

②４、５の地域 

断熱材の 
施工法 

部  位 
断熱材の 
熱抵抗値 

断 熱 材 の 厚 さ （単位:㎜） 

A-1 A-2 B C D E F 

充填断熱工法 

(Ａ) 屋  根 4.6 240 230 210 185 160 130 105 

(Ｂ) 天  井 4.0 210 200 180 160 140 115 90 

(Ｃ) 壁 2.2 115 110 100 90 75 65 50 

(Ｄ) 
床 

外気に接する部分 3.3 175 165 150 135 115 95 75 

(Ｅ) その他の部分 2.2 115 110 100 90 75 65 50 

(Ｇ) 土間床等 
の外周部 

外気の接する部分 1.7 90 85 80 70 60 50 40 

(Ｈ) その他の部分 0.5 30 25 25 20 20 15 15 

外張断熱工法 

または 
内張断熱工法 

(Ａ) 屋根又は天井 4.0 210 200 180 160 140 115 90 

(Ｃ) 壁 1.7 90 85 80 70 60 50 40 

(Ｄ) 
床 

外気に接する部分 2.5 130 125 115 100 85 70 55 

(Ｅ) その他の部分 - - - - - - - - 

(Ｇ) 土間床等 
の外周部 

外気の接する部分 1.7 90 85 80 70 60 50 40 

(Ｈ) その他の部分 0.5 30 25 25 20 20 15 15 

 ※    は、 広く用いられているグラスウール（16Ｋ）の場合（充填断熱工法）を示す。 

・充填断熱工法：屋根は屋根組材の間、天井は天井面、壁は柱,間柱,たて枠の間及び外壁と内壁の間、床は床組材の間に断熱施工する工法 

・外張断熱工法：屋根及び天井は屋根たる木、小屋梁及び軒桁の外側、壁は柱・間柱・たて枠の外側、外気に接する床は床組材の外側に断
熱施工する方法 

・内張断熱工法：壁において柱及び間柱の内側に断熱施工する方法 

 

４ 開口部の断熱性能の基準 

 開口部の基準は、地域区分と開口部比率（屋根又は天井、外壁、開口部、床等の外皮等面積の合計に占める開口部面積の合計の割合）の

区分に応じて、次の表に掲げる熱貫流率以下のものとすること。（（に）の基準に適合させれば、開口部比率を計算しないことができます。） 

区分 
開口部比率 熱貫流率 

３の地域 ４又は５の地域 ３の地域 ４の地域 ５の地域 

（い） 0.07未満 0.08未満 2.91 4.07 6.51 

（ろ） 0.07以上 0.09未満 0.08以上 0.11未満 2.33 3.49 4.65 

（は） 0.09以上 0.11未満 0.11以上 0.13未満 1.90 2.91 4.07 

（に） 0.11以上又は計算しない 0.13以上又は計算しない 1.60 2.33 3.49 

 

５ 結露の発生の防止に関する基準 

①防湿層の設置 
・グラスウール、ロックウール、セルローズファイバー等の繊維系断熱材、プラスチック系断熱材（JISA9511に規定する発泡プラスチック

保温材（A種フェノールフォーム 3種 2号を除く。）、JISA9521に規定する発泡プラスチック断熱材、JISA9526に規定する建築物断熱用
吹付け硬質ウレタンフォームであって、吹付け硬質ウレタンフォーム A種 1又は A種 2に適合するもの及びこれらと同等以上の透湿抵抗
を有するものを除く。）、その他これらに類する透湿抵抗の小さい断熱材（以下「繊維系断熱材等」という。）を使用する場合は、外気
等に接する部分に防湿材等を室内側に施工して防湿層を設けること。 

②通気層の設置 
・屋根又は外壁を断熱構造とする場合は、断熱層の外気側に通気層（断熱層の外側に設ける空気の層で、両端が外気に開放されたもの）を

設置（断熱層に繊維系断熱材等を使用する場合は、当該断熱層と通気層との間に防風層（通気層を通る外気の断熱層への侵入を防止する
ため、防風性が高く透湿性を有する材料で構成される層）を併せて設置）するなどの換気上有効な措置を講じること。 

３地域：西川町、朝日町、大江町、尾花沢市、大石田町、新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、鮭川村、戸沢村、 

南陽市、高畠町、川西町、長井市、小国町、飯豊町 

４地域：山形市、上山市、天童市、山辺町、中山町、寒河江市、河北町、村山市、東根市、大蔵村、米沢市、白鷹町、鶴岡市、 

酒田市（旧八幡町、旧松山町、旧平田町に限る。）庄内町、三川町、遊佐町 

５地域：酒田市（旧酒田市に限る。） 


